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「Great Value 2020」
～信頼の総合経営コンサルティンググループの実現～

修正版

※本資料は、2016年11月4日に公表した「中期経営計画（2017-19）」
について見直しを行い、その内容について修正を加えたものです。



２０１１～２０１３年は、収益性の改善に注力した３年
２０１４～２０１６年は、１．５倍の企業成長に注力する３年
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１．修正中期経営計画の概要

数値計画

事業戦略

人財戦略

✓売上目標 ２２０億円
✓営業利益目標 ４５億円

✓経営研究会１万社
✓ ダブルエンジン＋中小企業の

価値向上支援
-テーマ別ジャンルトップ戦略
-ＩＴ・クラウドソリューションの開発

✓ コンサルタント２００人/年採用
✓ コンサルタントの早期育成体制の整備
✓働きがいのある就業環境の整備により

退職率７％の実現

資本政策
✓連結ＲＯＥ １０％以上を維持
✓総還元性向 ５０％以上を維持

2016年末時点

売上高 １６４億円
営業利益 ３８億円

経営研究会６,１１５社
中小企業の

業績向上支援
人材開発支援
のダブルエンジン

コンサルタント採用 １３５名
退職率８．７％

連結ＲＯＥ １３．８％
総還元性向 ６７．０％

当 初 計 画 よ り 、 事 業 戦 略 ・人 財 戦 略 を さら に 加 速 化 させ 、 目 標 を 上 方 修 正

（修正前）17-19年中計 （修正後）17-19中計

✓売上目標 ２３５億円
✓営業利益目標 ５４億円

✓経営研究会１万社
✓左記戦略に加え、
さらに中小企業の

デジタル化支援を推進
（ICTコンサルティング）

✓左記戦略に加え、

働き方改革を推進
-ワークライフバランスと生産性向上
を目的としたリモートワークとフレッ
クスタイム制度の導入・推進
-非正規社員のゼロ化の推進

✓連結ＲＯＥ １０％以上を維持
✓総還元性向 ５０％以上を維持
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２．修正数値計画

当 初 数 値 目 標 で あ る 「 201 9 年 度に 45 億 円の営 業 利 益 の 達 成 」 に つい ては、
2 年 前 倒 し て初 年 度 （ 2 0 17 年 度 ） に達 成 し たため目 標 を 上 方 修 正
2 0 1 9 年 度 は、 売 上 高 235億 円 、 営 業 利 益 54億 円 の 達 成 を目 指 す

２年前倒しで
達成
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３．事業戦略（２０１８-１９年）

（１）経営コンサルティング事業

総合経営
コンサルティンググループ

価値向上支援
B/S コンサル＝企業価値UP

+

パートナー企業との協業

成長実行支援
P/L コンサル＝業績ＵＰ

コンタクト
センター 生産性向上

支援

IT
M&A

事業承継
支援 企業再生

支援

船井(上海)商務信息咨詢有限公司

海外
（主に中国）

地方創生
支援

経営改革事業本部経営支援本部

ＨRDコンサルティング事業本部

人材開発支援
HRDコンサル

イノベーション推進室
経営改革事業本部

デジタル化支援
ICTコンサル

ロジス
ティクス

中小企業の経営者に寄り沿いながら
業界別に経営を総合的に支援する
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Ｍ＆Ａ
領域

Ｍ＆Ａ
領域

中 小 企 業 向 け 「 総 合 経 営 コ ン サル テ ィ ン ググル ー プ 」 の 実 現 に 向 け 、
さら に 支 援 テ ー マを 拡 大



2014年̃ 2017年 2018年 2019年 2020年創業̃
「信頼のブランド」「成長実行支援」

が最大の強み
「人材開発支援」

をダブルエンジン
「デジタル化支援」元年「価値向上支援」元年

の構築へ

３．事業戦略（２０１８-１９年）

（１）経営コンサルティング事業

＜当社の重点事業戦略の発展の推移＞

業
界
の
ど
真
ん
中
に

グ
レ
ー
ト
カ
ン
パ
ニ
ー
を
創
る

<step1> マーケティングコンサルティング
（Ｐ/Ｌコンサルティング）

中小企業の成長実行支援

<step2> ＨＲＤコンサルティング
中小企業の人材開発支援

<step3> マネジメントコンサルティング
（Ｂ/Ｓコンサルティング）

中小企業の企業価値向上支援

<step4> ＩＣＴコンサルティング
中小企業のデジタル化支援
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Ｈ Ｒ Ｄ コ ン サル に Ｉ Ｃ Ｔ コ ン サル を 加 え 、 Ｐ /Ｌ コ ン サル と Ｂ /Ｓ コ ン サル を 加 速



成長実行支援

人材開発支援

価値向上支援

デジタル化支援

３．事業戦略（２０１８-１９年）

（１）経営コンサルティング事業

各 支 援 分 野 に おけ る 主 な 推 進 テ ー マは次 の 通 り

・主力３業種のジャンルトップ（日本一）化
（住宅不動産、医療介護、士業）

・有望市場への注力（金融・保育 等）

・経営研究会の「質・量」の拡充
（業界別研究会からビジネスモデル別研究会へ）

・飲食業界を中心とした中国市場の営業強化

・ビジネスモデル連動型
人材開発コンサルティングの展開

・労働力不足解決ソリューションの提案・
展開

・HR Tech経営をリードする
コンサルティング×ソリューションの開発

・Ｍ＆Ａ・事業承継コンサルティングの拡大

・「経営品質診断」商品の開発・展開と
ビッグデータの収集による新たなコンサ
ルティングサービスの開発

・地方創生コンサルティングの拡充

・常時接続型デジタルコミュニケーション
ツールの提供によるコンサルティング
サービスの質の向上

・経営研究会専用サイトの開発および
会員専用の経営情報のデータ提供に
よる顧客接点の強化
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物流コンサルテング
【企画・設計機能】

物流オペレーション
【物流業務受託機能】

物流トレーディング
【共同購買・商社機能】

受託型

成果型

監査型

倉庫

作業

輸配送

燃料

梱包資材

その他

コンサルティング
分野

業務受託
分野

共同購買
分野

クライアントの物流コスト
削減等を目的としたコン
サルティングサービス

クライアントの物流業務
の運用等を実行する
サービス

クライアントの購買コスト
削減等を共同購買で
具現化するサービス

既
存
事
業
分
野

３．事業戦略（２０１８-１９年）

（２）ロジスティクス事業

物 流 コ ン サル テ ィ ン グ・物 流 オペレ ー ション ・物 流 ト レ ー デ ィ ン グ業 務 に 加 え 、
プ ラッ ト フォ ー ム 機 能 を 構 築 し 、 物 流 総 合 エ ン ジニ ア リ ン グ企 業 を 目 指 す

新
規
事
業
分
野

モノ、サービスはもちろん、経営情報、
ナレッジ、トランザクションを提供する
プラットフォーム 【船井総合研究所】

のネットワーク

物流経営研究会(300社)

【パートナー企業】

・小口・少量配送業者
（路線・宅配・郵便・・・）

・倉庫業・輸送事業者
（軽貨物・鉄道・船舶・航空・・・）

荷主企業 物流企業

ＬＰＰ
（ロジスティクス・
プラットフォーム・
プロバイダー）

【船井総研ロジ】
のネットワーク
・業種別

(食品、医薬品、機械・・)

×

・業態別
(製造、商社、小売・・)

×

・エリア別
(全国をブロック化)
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４．人財戦略（２０１８-１９年）

計 画 的 な 採 用 戦 略 と コ ン サル タ ン ト の 早 期 育 成 の 取 り 組 み を 継 続 し て実 行
「 働 き 方 改 革 」 の 施 策 と し て、 ワ ー ク ライ フバ ラン スと 生 産 性 向 上 を 目 的 と した
ワ ー ク スタ イ ル で あ る リ モ ー ト ワ ー ク と フレ ック スタ イ ム 制 度 を積 極 的 に 導 入 ・推 進
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育成育成

採用採用

定着定着

・2017年：3年8ケ月
※2016年：5年4か月

（チームリーダー昇格までの平均勤続年数）

【当初目標を継続】
・年間200人採用を目標に、
（新卒採用150人・プロ採用50人）

積極的な採用計画を継続

【当初目標を継続】
・業界トップクラスの退職率７％を目指
し、逸材の流出防止と、働きがいのあ
る就業環境の整備を継続的に実施

【当初目標を継続】
・新卒入社から5年でチームリーダー
になるための、早期育成プログラム
の整備・実行

・「働き方改革」の実行

・非正規社員のゼロ化（正社員化）に順次着手

・働く「場所」の制約からの解放
⇒リモートワークの導入・推進

・働く「時間」の制約からの解放
⇒フレックスタイムの導入・推進

2018年から追加



５．資本政策

■ 株 主 価 値 を 中 長 期 的 に 高 め る こと を 目 的 と し 、 下 記 を 基 本 的 方 針 と する
① 最 適 な 株 主 資 本 の 水 準 の 形 成 ② 適 切 な 株 主 還 元
③ 利 益 の 拡 大 を 目 指 し た積 極 的 な 事 業 投 資 に よ る 資 本 効 率 の 向 上
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株主還元方針 効率性の方針
●

●

●

新規事業投資の促進

基幹事業の強化による収益拡大

営業外損益の改善や法人税率の低減

●

●

（資本コストを意識した投資採算検討会の開催）機能的な自己株式取得の実行

業績を勘案した利益配当の実施と継続
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（予想）



６．コーポレートガバナンス

当 社 は下 記 体 制 を も と に コ ー ポレ ー ト ガ バ ナン スの 強 化 を 図 る

ガバナンス

体制強化

諮問委員会

取締役会
リスク管理

体制

社外取締役

・取締役全体の１／３以上（３名）を確保

・知識、能力、経験、バランスを考慮

・適切なリスクテイクを推進

社外取締役による監督

・コンプライアンス体制の強化

・内部統制によるガバナンスの充実

・リスク管理委員会による監督強化

・情報セキュリティの拡充

リスク管理体制の強化

・指名委員会・報酬委員会・ガバナンス委

員会の３つの諮問委員会を設置

・社外取締役との活発な意見交換を実施

諮問委員会の設置

・取締役会の実効性評価を継続実施

・実効性評価で認識した課題への取り組み

・社外取締役への情報提供の充実、強化

・株主向け説明会のフィードバック

取締役会の実効性担保
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人・企業・社会の未来を創る

私たちは、船井総研グループに関わる人・企業、そして
社会に対して、より良い未来を提案し、その実現を全力
で支援していきます。

私たちの約束

私たちの目指すもの

仕事を通じて、人と企業を幸せにする
常に社会に必要とされるグループ経営を目指す

私たちの目指すグループ経営とは、関係する人・企業を
幸せにすることだと考えております。幸せを願う人や
企業にとって必要なグループになることが、結果、常に
社会に必要とされる存在になると考えております。



【本資料に関する注意事項】

本資料に掲載されております計画や見通し、戦略等は、現時点において入手可能
な情報や合理的判断を根拠とする一定の前提条件に基づいた当社の判断による
予測です。

従いまして実際の業績等は、今後の様々な要因により、これらの見通しとは大きく
変動する場合があります。

本資料の掲載内容については細心の注意を払っておりますが、掲載された情報
の誤りによって生じた損害などに関し、当社は一切責任を負うものではありません
ので、ご了承ください。

本資料は投資誘導を目的としたものではありません。投資に関する決定は、利用
者ご自身の判断において行われるようお願い致します。

株式会社 船井総研ホールディングス IR室
TEL: 06-6232-2010      
Mail: ir@funaisoken.co.jp   URL: http://hd.funaisoken.co.jp

ＩＲに関するお問い合わせ先


